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　 　過去最高の分配金とは、合併来、 ヶ月換算の一口当たりの分配金に基づきます。過去最高の稼働率は、合併来の実績に基づきます。
　以下では、「 口当たり分配金」を「 」、「当期純利益口」（当期純利益を期末発行済投資口数で除した金額）を「 」という場合があります。
　一時差異等調整積立金を指します。

内部成長 金融コストは着実に逓減

資産規模　 物件

平均支払金利　 ％期中平均稼働率　 ％過去最高

口　 円

過去最高の分配金、過去最高の平均稼働率

当期純利益からの分配
積立金***の取崩し

期 期 期 期

当期純利益からの分配
積立金***の取崩し 口当たり分配金 円 業績予想比　 円 前期比　 円

単位：円

予想 予想当期
期 期

（期初予想）

取得余力（ 年 月末現在） 億円超

積立金 （ 期分配後） 億円

各種データ
賃料増減率　 ％

億円

物件を新規取得（計 億円）
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期決算実績（損益計算書ベース）

業績予想
発表

期
実績 差異 主な差異理由 期

実績 差異 主な差異理由

営業収益 （ 物件ベース）
期中平均稼働率

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷通期保有物件等
稼働率上昇に伴う増収
礼金収入の増加等

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷物件取得
期・ 期物件取得に伴う増収

　
▷通期保有物件等
稼働率上昇による賃料収入の増加

礼金収入等の増加

営業利益 減価償却費：
固都税等：　

減価償却費：
固都税等：

▷賃貸事業費用等
広告宣伝費他の減少

原状回復費や修繕費他の増加
▷一般管理費

増益に伴う資産運用報酬の増加
その他一般管理費の減少

△

△
減価償却費：
固都税等：

▷賃貸事業費用等
物件取得に伴う増加 

繁忙期に伴う手数料の増加 
修繕費や減価償却費等の増加 

▷一般管理費
資産規模拡大による資産運用報酬増加

△
△
△

△

経常利益
金融費用 ： 金融費用 ：

営業外収益の増加
金利低下による支払金利等の減少 金融費用 ：

営業外収益の減少
リファイナンス等による支払利息等の低減

△

当期純利益

当期純利益口 円 円 円
期末発行済投資口数

口 円 円
期末発行済投資口数

口

積立金 取崩額口 円 円 △ 円 期末積立金 残高： 億円 円 △ 円

口当たり分配金 円 円 円 円 円

総資産

単位： 百万円

金融費用は、借入金及び投資法人債に関する支払利息と融資関連費用の合計を記載しています。
「積立金」は一時差異等調整積立金を指し、当該期の分配に伴う取崩し後の残高を記載しています。

②第 期実績 ③第 期実績①第 期予想 ② - ① ② - ③

年 月 日～ 年 月 日



内部成長

レジディア芝浦
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稼働率・賃料増減率は順調に推移
稼働率

期中平均稼働率は、過去最高の ％

ポートフォリオ全体
都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

期末時点

期中平均稼働率

期 期 期 期 期 期

期連続の上昇

ポートフォリオ全体の賃料増減率

通期で保有している物件を対象として、期首及び期末時点の坪単価を比較し算出しています。

期 期 期 期 期 期 期

賃料増減率
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賃料上昇トレンドは継続

戸数 比率 従前賃料 新規賃料 増減額 増減率

賃料増額 戸

賃料据置 戸

賃料下落 戸

計 戸

戸数 比率 従前賃料 新規賃料 増減額 増減率

賃料増額 戸

賃料据置 戸

賃料下落 戸

計

エリア別ネット増減率
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等

賃料増減率

期 期 期 期 期 期

工事あり
工事なし

期 期 期 期 期 期

賃料増減率

入 替

更 新

入替 ％　更新 ％

期中に新規契約又は更新契約を締結したパススルー契約の住戸を対象としています。

％戸数割合 ％％％

増額賃料に占める 住戸による収益額の割合

更新時の賃料はゆるやかな上昇傾向

VU**住戸の収益貢献も確認
単位： 百万円

％

単位： 百万円

バリューアップ。なお、バリューアップ工事とは、仕様変更や間取り変更を伴う工事を指します。

エリア別ネット増減率
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等 ％
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2017 Advance Residence Investment Corporation

エリア別入替賃料動向
都心部を中心に概ね堅調な動き

札幌エリア

福岡エリア

関西エリア
▲

名古屋エリア

首都圏 の動向

首都圏南部

首都圏北東部
▲

首都圏西部

第 期の入替賃料増減率

％

仙台エリア

城北

城西 城東

城南

東京 区に所在する物件を以下の エリアに分類し集計しています。
城東（千代田、中央、台東、墨田、江東、葛飾、江戸川）、城西（新宿、渋谷、杉並、中野）、
城南（港、品川、目黒、大田、世田谷）、 城北（文京、豊島、北、板橋、練馬、荒川、足立）、
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賃料の動向

全体
都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等

全体
シングル
コンパクト
ファミリー ラージ

賃料坪単価の推移
東京 区・コンパクトタイプを中心に賃料上昇が継続
エリア別 住戸タイプ別

シングル
コンパクト
ファミリー ラージ

都心主要 区
都心部
首都圏
政令指定都市等 ％

＊ 物件毎・住戸タイプ毎に 年 月期の成約賃料坪単価を算出し、既存テナントの賃料坪単価が 年 月期の水準まで変動したと仮定した場合の、
ポートフォリオ全体の賃料に与える影響度合いを指します。（ 年 月末時点で保有している物件のパススルー住戸のみを対象）

賃料上昇余地

期 期 期 期 期

賃料上昇余地の推移
マーケット賃料

ポートフォリオ賃料

ポートフォリオ
レントギャップ



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

計画的な競争力の維持・向上

*成約戸数 戸 年 月 日現在 を対象に、 工事実施前の月額賃料から 工事実施後の初回成約に係る月額賃料に対する上昇率の平均を記載しています。

期 期 期 期 期 期 期 期 期 期 期

修繕費
大規模修繕工事
バリューアップ工事等

単位： 百万円キャッシュマネジメントに留意し、工事時期を分散しながら効率的なメンテナンスを実施
今後の予想

日常修繕工事等

実施戸数 ： 戸

成約戸数 ： 戸 年 月 日現在

成約賃料上昇率 ：

エリア・テナント特性を踏まえたキッチンや間取りに変更し、
積極的な賃料引上げを目指す工事

築 年を目処に、物件の屋上、外壁、エントランス等を修繕し、
建物の機能維持を目的とした工事

テナント退去時の水周り設備や壁紙の交換等の工事

物件数 ： 件

工事金額 ： 百万円

平均工事金額 ： 百万円件

バリューアップ工事
合併来実績

合併来実績

一級建築士事務所登録
運用会社として初の事務所登録
建築士による専門的、効率的な管理運営体制を構築
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大規模修繕工事
年 月期　実施件数： 物件　工事総額： 百万円

外壁とエントランス内部を共に刷新し、デザイン性を強調

　 レジディア新川　築 年

エントランスの意匠変更を行い、重厚感をアップ

　 レジディア自由が丘　築 年
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バリューアップ工事

月額賃料の上昇割合は、 年 月 日時点で成約済みの 戸について、前契約賃料に対する割合を掲載しています。

想定回収期間は、成約賃料と原状回復工事時想定賃料の差額を基にした、 費用（工事金額から原状回復工事相当額や経年に伴う設備交換工事相当額を除いた金額）の回収期間を指します。

～ 年 月期実施例～

物件 室の工事を実施　月額賃料平均

レジディア芝浦

築年数 ： 年
住戸タイプ ：
工事金額 ： 百万円

月額賃料 ：
（想定回収期間 　 年）

レジディア目白

築年数 ： 年
住戸タイプ ：
工事金額 ： 百万円

月額賃料 ：
（想定回収期間 　 年）
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鑑定評価の推移

含み益　 億円 含み益率：

算定価格 百万円 鑑定 百万円 直接還元利回り 参考 含み損益 百万円

期末 前期差異 期末 前期差異
前期差異内訳 期末 前期差異 実績

利回り
帳簿価格 算定価格と

の差額賃貸収支 ER再取得

都心主要 区 △ △

都心部 △ △

東京 区 △ △

首都圏 △ △ △ △

政令指定都市等 △ △ △ △

全　体 △ △ △

期末　鑑定評価サマリ

期取得物件は取得時鑑定価格を前回算定価格として採用。　 鑑定 を構成する項目のうち、修繕費を除く鑑定 の変動を「賃貸収支」として、 再取得に伴う修繕費及び資本的支出の変動を「 再取得」として集計しています。

物件数 前期差異

上昇
据置
下落 △
計

評価額が下落した物件のうち、
再取得に伴い費用が増加した物件

物件

含み損のある物件
物件（△ 百万円）

算定価格の動向

（単位：百万円）

年上期 年下期 年上期 年下期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期

簿価 利回り
鑑定直接還元利回り

直接還元利回りの推移

キャップレートは過去最低水準を更新
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メモ



外部成長

レジディア芝浦
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新規取得物件

16
*2017/7期年換算NOIを期末時点の簿価で除して算出しています。**鑑定評価書における年間NOI 及び2017/7期年換算償却費を基に算出しています。

期　取得実績 物件　 億円

都心部 都心部 政令指定都市等 合計平均
取得価格 百万円 百万円 百万円 百万円
利回り

償却後利回り
賃貸可能戸数 戸 戸 戸 戸
竣工年月 年 月 年 月 年 月

築年数 年 年 年 年

スポンサーからの取得 第三者との相対取引による取得

レシディア高円寺 レシディア亀戸 レシディア千里藤白台
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スポンサーパイプラインの着実な積み上げ
計 物件　想定規模約 億円

東京 区を中心としたスポンサーパイプライン

件数 総戸数 想定規模
都心主要 区 物件 戸 億円
都心部 物件 戸 億円
首都圏 物件 戸 億円

政令指定都市等 物件 戸 億円
計 物件 戸 億円

（うち建築確認前案件　 物件　 億円）

伊藤忠グループの開発案件

（ 年 月末現在） 竣工済み 年度竣工予定 年度竣工予定

スポンサー物件は毎年度着実に竣工予定
（単位：億円）

億円

億円

億円

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
スポンサーグループ マーケット

合併来の取得実績

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
都心主要 区 都心部 首都圏 政令指定都市等

厳選投資

物件情報数は減少傾向継続
積極的に取得

（単位：件数）



財務戦略

レジディア吉祥寺



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

安定的な財務基盤の構築
年 月期　借換実績基本情報

年 月期　トピックス

長期化及び金融コストの低減を重視

コントロール
鑑定 以下、かつ総資産 以下で運用

期 期 期 期 期 期 期

総資産
鑑定

％

％

％ ％
％ ％

億円

年

返済 調達

平均支払金利

平均調達年数

億円

年

総額

格付け　 （安定的）　 （安定的）

％

期末 期末 前期末比

借入金 億円 億円 ▲ 億円

投資法人債 億円 億円 億円

合計 億円 億円 ▲ 億円

①投資法人債を機動的に発行

総額 億円　 年の資金を で調達

②新規レンダー 社を新たに招へい
株式会社かんぽ生命保険

信金中央金庫
（ 年 月調達予定）
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長期安定的な財務体質

※ 短期借入金は除きます。

期末 期末 期末 期末 期末 期末

固定金利 変動金利

固定化

期末 期末 期末 期末 期末 期末

平均支払金利平均調達金利

※ 期中調達については、各期末現在の残高及び適用金利を基に記載しています。

期
調達

期
調達

期
調達

期
調達

金融費用の逓減

期
調達

平均調達年数

期末 期末 期末 期末 期末 期末

平均残存年数

期
調達

※期中調達については、各期末現在の残高及び調達年数を基に記載しています。
※平均残存年数の算出にあたり、分割約定返済は考慮していません。

期
調達

期
調達

期
調達

長期化

期
調達

各期返済有利子負債の平均支払金利

借入金 投資法人債

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期
年 月

期～
年 月～

期あたり上限目標　 億円

有利子負債返済期限の分散化 期末現在

年 月期平均調達金利
単位：億円

現契約上の借入可能期間は 年 月までとなります。但し、毎年の更新により借入可能期間の残存期間 年以上 年以下を維持していく方針です。

コミットメントライン 　 億円



分配金戦略
業績予想

レジディア麻布十番Ⅱ
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積立金の取崩しについて

合併で生じた負ののれん発生益による剰余金（一時差異等調整積立金）を、予め定めた取崩し方法に従って 年以内に全額取崩しを行うことが必要とされました。
最終的な支払分配金の額は、当該時点における業績（繰越利益の水準を含みます）、財政状態、手元資金の状況、将来の見通し等の要素を総合的に勘案して、本投資法人の役員会の承認に基づいて決定されます。

毎期 口当たり 円以上を取り崩して分配

期（ 年）の均等取り崩し
年 月期より取り崩し開始

億円
（取り崩し開始前　 億円）

期分配後

均等取り崩し方針

安定分配に向けた取り組み

円
追加の取崩し

分配金 円まで追加で取り崩す方針

（取崩し総額 億円）
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期 期業績予想（損益計算書ベース）

期
実績

期
業績予想 差異 主な差異理由 期

業績予想 差異 主な差異理由

営業収益 （ 物件ベース）
期中平均稼働率

（ 件ベース）
期中平均稼働率 △

▷物件取得
期取得物件に伴う増収

▷通期保有物件等
非繁忙期に伴う前提稼働率の影響
非繁忙期に伴う礼金収入等の減収

　

△
△

（ 物件ベース）
期中平均稼働率

▷通期保有物件等
繁忙期に伴う礼金収入等の増加　

営業利益 減価償却費：
固都税等：

減価償却費：
固都税等：　

△

▷賃貸事業費用
期取得物件に伴う増加

非繁忙期に伴う賃貸事業費用の減少
減価償却費及び固都税の増加

▷一般管理費
投資主総会関連費用等の増加等

△

△

△

減価償却費：
固都税等：　

△

▷賃貸事業費用
繁忙期に伴う賃貸事業費用の増加
減価償却費及び固都税の増加

▷一般管理費
消費税差損の増加等

△
△

△

経常利益
金融費用 ： 金融費用 ：

△ 受取補償金等の減少
負債の返済や借換に伴う支払利息の減少等

△
金融費用 ：

リファイナンスによる支払利息の低減等

当期純利益 △

当期純利益口 円 円 △ 円
期末発行済投資口数

口 円
期末発行済投資口数

口

積立金 取崩額口 円 円 円 期末積立金 残高： 億円 円 期末積立金 残高： 億円

口当たり分配金 円 円 △ 円 円

総資産 △

単位： 百万円

金融費用は、借入金及び投資法人債に関する支払利息と融資関連費用の合計を記載しています。
「積立金」は一時差異等調整積立金を指し、当該期の分配に伴う取崩し後の残高を記載しています。

② - ① ② - ③①第 期実績 ②第 期予想 ③第 期予想



Advance Residence Investment Corporation

Advance Residence Investment Corporation

今後 ～ 年間の 成長
　 押し上げ効果　～ 円程度

本ページの内容は、発行済投資口数が 口より変化がないことを前提としており、いずれも一定の仮定のもとに本投資法人が算出した試算値です。
　消費増税の から への増税、 期までの修繕及び減価償却費等を基に算出しています。
　 期末現在の賃料ギャップ及び平均入居期間等を基に、 期までに想定される影響額を算出しています。
　 期までに調達予定の借入金等を、平均調達金利約 で調達することを前提として算出しています。　
　 期末想定の総資産及び有利子負債額を前提に、今後 年程度で想定される物件取得金額 億円及び借入金等の想定調達金利を考慮し算出しています。

業績予想 当面の目標水準

取得余力の活用
～ 円

賃料ギャップの解消
～ 円

当期純利益口 からの分配
積立金の取崩しによる分配

金融コストの低減
～ 円円

租税公課等の増加
△ ～ 円程度

消費増税　　　　　～△ 円
減価償却費の増加　～△ 円
固都税費用化等　　～△ 円

円

期・ 期

円

円～

取得余力 億円超のうち

億円の取得を想定


